
令和５年度 第三回 茨城地方最低賃金審議会 次第 

 

                         令和５年８月７日（月） 

 

１ 開  会 

 

２ 議  題 

（１） 専門部会報告・金額審議 

（２） 茨城県最低賃金改正について 

（３） 茨城県特定最低賃金改正の必要性の有無について(諮問) 

（４） その他 

 

 

３ 閉  会 
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                       令和５年８月７日（月） 

 

№１ 令和５年度 地域別最低賃金改定状況             …Ｐ315 

 

№２ 令和５年度 特定最低賃金改正決定に関する申出の状況     …Ｐ316 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和５年度　地域別最低賃金改定状況
Ｒ5.8.7　 現在

結審日 都道府県 ランク ５年の額 ４年の額 引上げ額 目安額 目安額± 備考 効力発生予定日

1 東京 1,072円 0

2 R5.8.4 神奈川 1,112円 1,071円 41円 41円 0 R5.10.1

3 大阪 1,023円 0

4 埼玉 987円 0

5 R5.8.4 愛知 1,027円 986円 41円 41円 0 R5.10.1

6 千葉 984円 0

7 京都 968円 0

8 兵庫 960円 0

9 静岡 944円 0

10 三重 933円 0

11 R5.8.4 広島 970円 930円 40円 40円 0 R5.10.1

12 滋賀 927円 0

13 北海道 920円 0

14 栃木 913円 0

15 茨城 911円 0

16 岐阜 910円 0

17 長野 908円 0

18 富山 908円 0

19 福岡 900円 0

20 山梨 898円 0

21 奈良 896円 0

22 群馬 895円 0

23 岡山 892円 0

24 石川 891円 0

25 新潟 890円 0

26 和歌山 889円 0

27 福井 888円 0

28 山口 888円 0

29 宮城 883円 0

30 香川 878円 0

31 福島 858円 0

32 島根 857円 0

33 徳島 855円 0

34 愛媛 853円 0

35 岩手 854円 0

36 山形 854円 0

37 鳥取 854円 0

38 大分 854円 0

39 青森 853円 0

40 秋田 853円 0

41 高知 853円 0

42 佐賀 853円 0

43 長崎 853円 0

44 熊本 853円 0

45 宮崎 853円 0

46 鹿児島 853円 0

47 沖縄 853円 0
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適用事業場数 申出組合事業場数

適用労働者数 申出組合労働者数

174 7 0 7

8,830 3,342 0 3,342

889 8 0 8

32,680 14,426 0 14,426

814 15 1 14

30,360 23,749 140 23,609

33 0 0 0

4,220 0 0 0

-

7月3日

7月3日

7月13日

受付年月日
申出のうち、対象と
判断した事業場数、
労働者数

77.8%

茨城県
各種商品小売業最低賃金

改正 Ｉ５６ 各種商品小売業 0.0%

茨城県
計量器・測定器・分析機器・試験
機・理化学機械器具、医療用機
械器具・医療用品、光学機械器
具・レンズ、電子部品・デバイス・
電子回路、電気機械器具、情報
通信機械器具、時計・同部分品
製造業最低賃金

改正

Ｅ２７３

Ｅ２７４
Ｅ２７５
Ｅ２８
Ｅ２９
Ｅ３０
Ｅ３２３

計量器・測定器・分析機器・試験機・理化学
機械器具製造業
医療用機械器具・医療用品製造業
光学機械器具・レンズ製造業
電子部品・デバイス・電子回路製造業
電気機械器具製造業
情報通信機械器具製造業
時計・同部分品製造業

37.8%

茨城県
はん用機械器具、生産用機械器
具、業務用機械器具製造業最低
賃金

改正

Ｅ２５
Ｅ２６
Ｅ２７１
Ｅ２７２

はん用機械器具製造業
生産用機械器具製造業
事務用機械器具製造業
サービス用・娯楽用機械器具製造業

44.1%

茨城県
鉄鋼業最低賃金

改正 Ｅ２２ 鉄鋼業

令和５年度　特定最低賃金改正決定に関する申出の状況

茨　城　労　働　局

最　低　賃　金　件　名
申 出
内 容

適　用　対　象　業　種　範　囲
申出のうち、対象外
と判断した事業場
数、労働者数

該当労働者
の割合
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